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「不動産取引の集合体」の視点からみたテレワーク移住に関わる潜在ニーズ 
—広島市・福岡市の超郊外通勤限界地の事例を中心に—
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Abstract:
The rapid expansion of telework during the COVID-19 Pandemic in Japan brought a delightful opportunity 

for  telework migration  to Japanese rural areas  that had not seen significant progress before  the Pandemic. 
However, as the infection of COVID-19 began to subside, telework migration has shown some new aspects, such 
as an extension of commuting limits and simply relocating and moving to the edge suburbs.

Considering that, this study takes the position that the area around JR Shin-Yamaguchi Station in Yamaguchi 
City is a marginal edge suburb for commuting to Hiroshima and Fukuoka cities, and examines the latent needs 
of telework migration targeting the hybrid workers who work in both cities. Also, considering migration as a 
kind of aggregation of real estate transactions and migrants as its target customers, the authors of this paper 
have tried to conduct a questionnaire survey of experienced teleworkers in Hiroshima and Fukuoka prefectures 
in July 2022. We attempted to understand their primary push and pull factors of the telework migration, and 
the size of the potential demand for the telework migration to the area around JR Shin-Yamaguchi Station. 

As a result, those who either themselves or their spouses are from or have lived in Yamaguchi Prefecture, 
plus those who have family and household reasons, such as nursing care for their parents, are the most likely 
to carry out  telework migration.  In addition,  the size of  the potential demand would be  for approximately 
3,400 people  in the case where the telework  implementation rate returns to the  level at the beginning of the 
COVID-19 Pandemic.
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「不動産取引の集合体」の視点からみたテレワーク移住に関わる潜在ニーズ—広島市・福岡市の超郊外通勤限界地の事例を中心に— 

はじめに——テレワーク移住の動向
第1節 研究の背景

2020年1月上旬に新型コロナウイルス感染症が日本
国内で確認されて以降、大都市における過度な集積リ
スクへの再認識、及びテレワークの急速な進展に付随
する「働く場」としての住宅への機能要求の高まりは、
地方移住を再活発化させる誘因となった。併せてテレ
ワークの急伸は、勤務地に紐付かない居住地選択、す
なわち自発的な空間的移動によって個人的課題の解決
が容易なテレワーカーを、コロナ禍における新たな移
住潜在層として出現させた。

ふるさと回帰支援センター1（2021）によれば、東京
圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）居住者の内、
地方移住希望者は推計309万人（2021年8月時点）2。
2022年の移住相談・問合せ数は、過去最高の見込み3 

である。
また、パーソル総合研究所（2 0 2 2年）によ

ると、地方への移住者7,866人の内、53 .4%の者
は「転職はしていない」（2 0 2 1年 3月時点） 4 

と回答している。

感染拡大以前、地方移住の最大障壁は職の確保で
あったが、移住先での職の確保が必要ないテレワーク
を利活用した移住は、「転職なき移住」の一形態とし
てテレワーク移住と呼ばれ、居住地の選択肢を広げた
だけでなく、大都市の相対的に高い収入や、年金・健
康保険等の社会保険制度の継続性も担保した。

このような状況は、感染拡大以前からテレワークを
利活用した地方移住誘導を進めていた国や地方自治体
にとって、図らずも到来した好機となった。特に、大
都市へのアクセスは良好であるが、地域ブランドの尖
りが鈍く、特色ある地域資源を軸にした戦略を描き難
かった地方自治体の一部がテレワーク移住に注力する。

テレワークは、基本的にオフィスへの出社が必要な

いフルテレワークと、テレワークとオフィス勤務を組
み合わせたハイブリッドワーク6に大別されるが、感
染の長期化に伴い後者が主流となった。これを背景と
して、テレワーク移住には単なる通勤限界地の延伸
化、超郊外への住み替え・引越しといった側面が表出
する。嵩（2021）は、「転職を伴わない移住について
は、移住と言うよりも引越しに近いような郊外への移
住ニーズを増やしている。『拡張する郊外』と表現し
ている」と述べ、「コロナによって引越しに近い感覚
の移住という人が増えており、これまでと同じような
移住施策などは通用しなくなっている」7と指摘する。

東京圏に近接した栃木県・群馬県・山梨県の各自治
体関係者によると、各県とも2022年9月までの過去1年
間の移住相談件数の内、20〜25%がテレワーク移住に
関わるものであると述べている9。特に、栃木県・群
馬県におけるテレワーク移住者の居住地は、東京圏に
近接した両県南部に広く分布するのではなく、新幹線
駅を拠点としたエリアに集中しており、物理距離より
も時間距離が優先される傾向にあると言及している。

また、テレワーク移住については、感染収束後のテ
レワークに係る定着率や実施形態等の動向に左右され
る側面が大きいとはいえ、感染リスク回避だけでなく、
感染拡大以前の働き方改革10から続く労働観・価値観
の変容に起因する層が一定数存在することから、上記
自治体を含む移住関係者等の間では、将来的なテレ
ワーク移住の継続性が共通認識11となっている。ふる
さと回帰支援センター（2021）も、東京圏の地方移住
希望者の「7割は新型コロナとは関係なく移住を考え
ていることから、地方移住はコロナ禍による一過性の
ブームではないことが推察」12されると指摘している。

このように東京圏発を中心に注目を集めている地方
へのテレワーク移住であるが、今後、東京圏以外の大
都市を母都市として広がりをみせるのか否か、アフ

■図表0-1-1 ふるさと回帰支援センター 移住相談・問合せ数推移
（東京/面談・セミナー・電話・メールの合計/暦年）

出典:ふるさと回帰支援センター
2022年2月22日付ニュースリリース5に基づき筆者作成

■図表0-1-2 テレワークを利活用した地方創生策

出典:松下慶太（2021）
『ワークスタイル・アフターコロナ』8を参考に筆者作成
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ター・コロナを見据えた地方活性化を考える上でも、
その潜在ニーズを探ることが肝要である。東京圏に近
接した地方自治体の動向を踏まえると、新幹線という
現有資源の活用が可能な地方都市にとっては、検討に
値すると考える。
第2節 研究の目的と方法

移住をめぐっては、人の移動に伴う異なる価値感の
衝突、共存、融合などに関連し、国際文化学の分野で
も長く分析対象とされてきたが、この現象をきわめて
パーソナルな視点から捉えたとき、移住は個々人が抱
える課題を、時間軸ではなく空間的移動により解決
を図る一手段13であると考えることができる。加えて、
世帯毎に移住先住居に係る不動産取引（売買・賃貸・
使用貸借14・相続・贈与等）が発生するため、移住は
「不動産取引の集合体」、移住者はその顧客ターゲッ
トとしても捉えることができる。そのため、前節のよ
うな地方移住をめぐる潮流の変化が、将来的な住宅市
場や不動産取引等に与える影響も否定できない。移住
と不動産取引は表裏一体であり、この点を踏まえて分
析することは、今後のシームレスな地方移住を促進す
る上で重要ではないかと考える。

これらを踏まえた上で、本論では、JR新山口駅
（山口県山口市）15周辺エリアを、広島市・福岡市
（以下、「2市」と言う）を母都市とした超郊外通勤
限界地であると仮定する。2市に居住するハイブリッ
トワーカーに主眼を置き、彼らのテレワーク移住に係
る潜在ニーズ、すなわち移住の動機となる個人的課題
は何で、それを解決するための居住地選択と不動産取
引の実施要因は何なのか…（移住のプッシュ・プル要
因）、また、どの程度の規模感で存在するのか…（移
住潜在需要規模）を明らかにすることを研究の目的と
した。

具体的な方法としては、広島県・福岡県に就業する
テレワーク経験者を対象に、2022年7月にアンケート
調査（「テレワーク移住に係る意識調査」）を実施。
全回答者の内、移住の意向がある者を「移住潜在層」、
その内2市に居住する者を「潜在的ターゲット層」と
した。その上で、彼らの主たる移住のプッシュ・プル
要因、及びJR新山口駅周辺エリアへの移住潜在需要
規模の把握を試みた。言い換えれば、潜在的ターゲッ
ト層の現居住地が2市であり、不動産取引の対象物件
所在地がJR新山口駅周辺エリアとなる。
第3節 研究の対象

山陽新幹線を利用した場合の時間距離に鑑みて、潜
在的ターゲット層の現居住地として2市を想定した理

由は、主に2点ある。
①　2市ともに地方中枢都市、且つ県庁所在地でも

ある政令指定都市。一般的にテレワーク実施率
は人口密度や都市の集積度等に比例して高くな
る傾向にあることを踏まえると、中国地方・九
州地方に於いて各々人口規模が最大で、都市集
積が進む2市は、テレワーク移住潜在層が相対
的に多数所在すると考えられる

②　2市同様に政令指定都市である北九州市につい
ては、JR新山口駅からJR小倉駅（福岡県北九
州市小倉北区）迄、速達型新幹線で直通19分、
在来線でも85分程度（営業キロ:80.7km）16であ
る。現況、遠距離通勤圏であり、潜在的ター
ゲット層が所在するポテンシャルは、2市ほど
高くはないと考えられた

一方、地理的優位性に鑑みて、不動産取引の対象物
件がJR新山口駅周辺エリアに所在すると想定した理
由は、主に2点ある。

①　JR新山口駅は、JR広島駅（広島県広島市南
区）とJR博多駅（福岡県福岡市博多区）のほ
ぼ中間に位置し、2市に居住する各々のテレ
ワーカーを潜在的ターゲット層として取り込
むことができる。JR新山口駅からJR広島駅迄
は、山陽新幹線の速達型で直通31分（営業キ
ロ:132.8km）、JR博多駅迄は同様に直通35分
（営業キロ:147.9km）17で到達。山口宇部空港
（山口県宇部市）へも宇部市交通局の特急バス
で直通30分（営業キロ:23.0km）18であり、飛行
機を利用した東京へのアクセスも整っている。

なお、テレワーク移住の誘致で先行してい
る栃木県・群馬県に於いては、JR東京駅（東
京都中央区）からJR宇都宮駅（栃木県宇都宮
市）迄は、東北新幹線の速達型で直通48分（営
業キロ:109.5km）、JR高崎駅（群馬県高崎市）
迄は、上越新幹線の速達型で直通48分（営業
キロ:100.5km）19であり、JR新山口駅の立地は、
それらの時間距離と比較しても遜色ない

②　JR新山口駅のある山口市は、隣接する宇部市とともに
山口県央連携都市圏域の連携中枢都市の一つであ
り、その交通利便性、就労施策、創業支援等が寄与し、
移住検討者向メディアの移住先ランキング等でも上位
に入る20など、感染拡大以前に遡り従来型移住者層21 

から一定の評価を得ている
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第1章 調査実施概要
「テレワーク移住に係る意識調査」の実施概要を図

表1-0-1に、設問項目一覧を図表1-0-2に示す。
有効回答数については、事前に調査会社の登録モニ

ター数の比率に従い広島県と福岡県に割付したが、計
画時の意図に沿った回答数が得られた。第2章第2節で
示す通り、各基本属性についても集計や考察を行う上
で大きな問題点は見当たらない。また調査に際しては、
回答者の心理的なバイアスを考慮して、新型コロナウ
イルス感染症の第6波と第7波の端境期に実施した。

第2章 潜在的ターゲット層に係る集計結果と考察
　　　　　――テレワーク移住者の表相

以下に、潜在的ターゲット層として2市のテレワー
ク移住潜在層に係る集計結果と考察について記述する。

第一に属性を軸にした移住意向比率を考察する。第
二に主要設問に係る潜在的ターゲット層の単純集計を
みた後、第三に移住のプッシュ・プル要因を考察する
ために実施したクロス集計を考察する。
第1節 移住潜在層及び潜在的ターゲット層の定義

図表1-0-2「Q10.居住形態別のJR新山口駅周辺への
『テレワーク移住』意向」に係る回答者の内、下記6
タイプの想定物件のいずれか一つにでも、「すぐにで
も検討したい」「勤務条件が許せば検討したい」「家族
の同意があれば検討したい」「住宅価格がもう少し安
ければ検討したい」のいずれかを回答した者を「移住
潜在層」とした。加えて移住潜在層の内、2市居住者
を「潜在的ターゲット層」とした（図表2-3-4参照）。

想定物件1.≪周辺に若いファミリー層が多い新築一戸建≫
　4LDK/新山口駅から徒歩19分［売価:3,200万円/戸］
想定物件2.≪瀬戸内海が望める中古一戸建≫
　5LDK/新山口駅から車で22分［売価:1,600万円/戸］
想定物件3.≪テレワークスペースのある新築マンション≫
　3LDK/新山口駅から徒歩9分［売価:2,500万円/戸］
想定物件4.≪大きな公園に面した中古マンション≫

■図表0-1-3 JR新山口駅からの距離

出典:j STAT MAP22により筆者作成

■図表1-0-1 調査実施概要

■図表1-0-2 調査項目一覧

■図表0-1-4 山口県及び山口市への移住者実績23推移

出典:山口県（2018-2021）「住んでみぃね!ぶちええ山口」県民会議
各年度公表資料24に基づき筆者作成

■写真0-1-5 JR新山口駅（左）・山口宇部空港（右）

出典:やまぐちフリー写真素材集25

■写真0-1-6 JR新山口駅周辺エリア
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　3LDK/新山口駅から徒歩5分［売価:1,800万円/戸］
想定物件5.≪子供がノビノビと遊べる賃貸一戸建≫
　4LDK/新山口駅から徒歩13分［家賃:7.5万円/月］
想定物件6.≪中心商店街に近い賃貸マンション≫
　2LDK/新山口駅から徒歩4分［家賃:6.5万円/月］

アンケート調査の結果、得ることができた有効回答
数は、事前の想定通りであった。2市については、広
島市の移住潜在層が20人、福岡市が23人（計43人)で
あり、一定数を得ることができた。一方、北九州市に
ついては、移住潜在層が9人と、2市に比べて少なく、
本論の集計及び考察から除外した（図表2-2-1参照）。
第2節 属性を軸にした移住意向比率

以下、回答者の属性を軸としたクロス集計を実施し、
各項目に係る移住意向比率を考察した結果を示す。
a.関係人口

全回答者300人の内、移住の意向がある移住潜在層
は76人で、移住意向率は25.3%。全回答者に係る関係人
口（回答者本人またはその配偶者の少なくともどちら
か一方が、山口県出身または居住経験を有する者）26は
51人で、その内の移住潜在層は20人。移住意向比率は
39.2%である。

また、移住潜在層の内、2市居住者である潜在的
ターゲット層は43人で移住意向比率が25.1%であるの
に対し、その関係人口である12人の移住意向比率は

37.5%。移住潜在層、潜在的ターゲット層ともに、関
係人口の移住意向比率が12ポイント以上高くなってい
る。第3節a.に後述する、家族や家庭の事情が主たる
移住のプッシュ要因の一つになっていることと、関連
性が強いと考えられる。
b. 性別・年代別及び世帯の種類

潜在的ターゲット層43人の移住意向比率を年代別で
みた場合、30代が38.1%と最も高く、40代が27.8%で続
く。

性別では、男性の移住意向比率が22.0%であるのに
対し、女性が35.9%と約14ポイント高い。特に2市に居
住する単身世帯の女性8人については、その内7人に移
住の意向がある。

また、世帯構成では、単身世帯が11人、複数世帯が
32人で、その内子供と同居している世帯は18人。その
移住意向比率は、単身世帯が23.9%、複数世帯が25.6%
となっており複数世帯が若干高い。また複数世帯に於
いて子供と同居している世帯の移住意向比率は25.7%
であり、子供との同居有無による移住意向比率の差は
僅かである。

c. 現住居所有形態及び建て方
テレワーカーは自宅で仕事をする機会が増えること

に鑑みて、現住居と移住意向比率の相関性を考察した。
潜在的ターゲット層43人の現住居の所有形態につい

ては、持家が18人、賃貸が24人、それ以外が1人。持
家に居住している者の移住意向比率が20.7%であるの
に対して、賃貸住宅に居住している者のそれは30.8%
と10ポイント程度高い。潜在的ターゲット層全体の移
住意向比率25.1%と比較しても、約6ポイント高い。

■図表2-2-1 全回答者 移住意向比率 関係人口区分・年代別

■図表2-2-3 2市居住者 移住意向比率 世帯の種類別

■図表2-2-2 2市居住者 移住意向比率 性別・年代別
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一方、現住居の建て方別にみた場合、一戸建住宅が
9人、マンション等が33人、それ以外が1人となってい
る。一戸建住宅に居住している者の移住意向比率が
23.1%であるのに対して、マンション等に居住してい
る者のそれは26.2%と3ポイント程度高いが、所有形態
別よりもその差は小さい。

d. 通勤手段及び通勤時間
テレワーク実施に伴う通勤機会の減少を踏まえて、

通勤手段及び通勤時間と移住意向比率の相関性を考察
した。

潜在的ターゲット層43人の通勤手段については、主
に鉄道・バスが23人、主に車・バイクが10人、主に自
転車・徒歩が10人であり、過半が公共交通機関を利用
している。その移住意向比率は、主に鉄道・バスが
24.5%、主に車・バイクが32.3%、主に自転車・徒歩が
22.7%であり、車・バイクを主な通勤手段にしている
者の移住意向比率が高い。潜在的ターゲット層全体の
移住意向比率25.1%と比較して、約7ポイント高い。

一方、通勤時間については、30分未満が24人、30分
以上〜60分未満が16人、60分以上が3人であり、その
移住意向比率は、30分未満が28.9%、30分以上〜60分
未満が22.9%、60分以上が18.8%と、通勤時間の長さに
反比例している。

通勤手段・通勤時間と移住意向比率との相関性につ
いては、移住のプッシュ要因であるストレス低減や
ワークライフバランスへの欲求有無との関連性が強
いと考えられる。その考察の結果については、第3節
a.及びb.に後述する。
e. 世帯年収

最後に、潜在的ターゲット層43人の世帯年収と移住
意向比率の相関性を考察する。世帯年収については、
200万円未満が1人、200万円以上〜400万円未満が6人、
400万円以上〜600万円未満が7人、600万円以上〜800

万円未満が10人、800万円以上〜1,000万円未満が4人、
1,000万円以上〜1,200万円未満が6人、1,200万円以上
が7人、回答したくないが2人となっている。

潜在的ターゲット層の中央値は、600万円以上〜800
万円未満。広島県の一般労働者平均賃金が4,674千円
（43.6歳）、福岡県4,563千円（43.6歳）27と比較して、
やや高い傾向にある。

世帯年収別の移住意向比率については、200万円未
満が50.0%、200万円以上〜400万円未満が28.6%、400
万円以上〜600万円未満が17.1%、600万円以上〜800万
円未満が38.5%、800万円以上〜1,000万円未満が18.2%、
1,000万円以上〜1,200万円未満が28.6%、1,200万円以
上が30.4%となっている。

移住意向比率にばらつきがあり、世帯年収との相関
性を見出すことはできなかった。プッシュ要因として
は世帯年収の多少よりも、個人的課題の解決が優先さ
れる傾向が強いのではないかと考察される。

■図表2-2-4 2市居住者 移住意向比率 現住居所有形態別

■図表2-2-6 2市居住者 移住意向比率 通勤手段別

■図表2-2-7 2市居住者 移住意向比率 通勤時間別

■図表2-2-8 2市居住者 移住意向比率 世帯年収別

■図表2-2-5 2市居住者 移住意向比率 現住居建て方別
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第3節 主要設問に係る集計結果
本節では、主たる移住のプッシュ要因・プル要因を

考察する前提として、潜在的ターゲット層に係る以下
の4主要設問に係る集計結果とその傾向について記述
する。

Q8.解決したい課題と解決したい時期
Q4.住みたい街について重視する事項
Q9.テレワーク移住検討時に重視する事項
Q10. 居住形態別のJR新山口駅周辺へのテレワーク

移住意向
a. Q8.解決したい課題と解決したい時期
　　　　——移住して何を解決したいのか…

「Q8.あなたの、解決したい課題と解決したい時期
を教えて下さい。」という設問文で、現居住先からの
移住の動機となるプッシュ要因を聞いた。設問項目は、
1〜4が家族や家庭の事情に関するもの、5・9・10が仕
事や労働環境に関するもの、6が配偶者との関係性に
関するもの、7・8が地域社会や地域コミュニティに関
するものに大別される。

潜在的ターゲット層43人の回答について、「すぐに
でも解決したい課題である」「概ね10年以内に解決し
たい課題である」を合わせた集計が、図表2-3-1であ
る。

「1.親族の介護や面倒をみる必要がある」が62.8%
と最も高く、「10.ストレスや疲れが続き、やる気が
出ないことがある」が55.8%、「9.仕事中心からワー
クライフバランスのとれた生活に変えたい」が44.2%
で、上位三つの回答となっている。その内二つが仕事
や労働環境に関する設問で、新型コロナウイルス感染
拡大を背景に、ストレス負荷が低くワークライフバラ
ンスのとれた生活への指向がみられる。

b. Q4.住みたい街について重視する事項
　　　　――移住してどんな街に暮らしたいのか…

「Q4.あなたが住みたい街について、重視すること
を教えて下さい。」という設問文で、移住のプル要因
となる居住地選択に係る街の選好について聞いた。設
問は、1・2が街のイメージに関するもの、3・4・8が
街の開放性や多様性に関するもの、5・6・7が街の癒
しに関するもの、9・10が街の環境に関するものに大
別される。

潜在的ターゲット層43人の回答について、「とても
重視する」「やや重視する」を合わせた集計が、図表
2-3-2である。

「5.気取らない雰囲気で、ストレスが少ないこ
と」が81.4%と最も高く、「9.子供や高齢者・障がい
者等にも優しく、安全・安心であること」が79.1%、
「7.街並みや自然の景観が美しく、歩いていて楽しい
こと」が76.7%で、上位三つの回答は75%超となって
いる。その内二つが、街の癒しに関する回答である。
前項で、ストレス負荷が低くワークライフバランスの
とれた生活への指向がみられたが、日常生活を営む街
の選好にも、それが反映されているものと考える。

c. Q9.テレワーク移住検討時に重視する事項
　　　　——移住して何を実現したいのか…

「Q9.勤務がテレワーク主体（オフィス出勤が週1回
程度）となり、仕事を変えずにオフィスから100km
程度離れた駅周辺（新幹線を含む通勤時間が1時間程
度）に住み替えることをテレワーク移住と言いますが、
もし、あなたがテレワーク移住を検討するとしたら重
視することを教えて下さい。」という設問文で、具体
的にテレワーク移住検討時に限定し、生活の質に係る
移住のプル要因を聞いた。設問項目の内訳は、1・3が
可処分所得・時間に関するもの、2・6が居住環境に関

■図表2-3-1 潜在的ターゲット層 解決したい課題と解決したい時期 全体

■図表2-3-2 潜在的ターゲット層 住みたい街について重視する事項 全体
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するもの、4・5が私生活の充実に関するもの、7・8が
教育及び医療・福祉へのアクセスに関するもの、9・
10が感染・災害リスクの回避に関するものに大別され
る。

潜在的ターゲット層43人の回答について、「とても
重視する」「やや重視する」を合わせた集計が、図表
2-3-3である。

「4.趣味や余暇を思う存分に楽しむこと」が83.7%
と最も高く、「10.地震や水害などの災害リスクが低
いこと」が79.1%、「3.生活が楽になり、自由に使え
るお金が増えること」と「8.医療・福祉環境が充実し
ていること」が各々76.7%で、上位3位迄が75%超と
なっている。それらに続く回答として約2ポイント差
で、「2.広くゆったりした家に住むこと」「5.食文化
が豊かで、食べ物が美味しいこと」「6.自然に恵まれ
た環境でゆったり暮らすこと」が74.4%で、70%を超
えている。全般的に、私生活の充実と居住環境に関す
る回答が高い傾向にある。

また、「10.地震や水害などの災害リスクが低いこ
と」が79.1%である一方で、コロナ禍であるにもかか
わらず「9.新型コロナの感染リスクが低いこと」が
48.8%と相対的に低くなっていることは注目に値する。

全国的にみた場合、広島・福岡両県ともに比較的地
震リスクが低いとされるにもかかわらず、潜在的ター
ゲット層にとって自然災害リスクは継続的要因、感染
リスクは一時的要因であると考察される。背景には、
近年の豪雨災害28が影響していることも否定できない。
d. Q10.居住形態別のJR新山口駅周辺へのテレワーク
移住意向
　　　　——移住してどんな家に住みたいのか…

「Q10.交通アクセス、生活利便性、教育・医療環境、
自然環境等のバランスがとれたJR新山口駅（新幹線

「のぞみ」停車駅/山口県山口市）周辺の住宅価格が
次の通りだとしたら、あなたは新山口駅周辺にテレ
ワーク移住を検討しますか。最も近いものを教えて下
さい。」という設問文で、6タイプの不動産物件を想
定してJR新山口駅周辺へのテレワーク移住の意向を
聞いた。

想定物件については、「持家か賃貸か…」（所有形
態別）、「一戸建かマンションか…」（建て方別）、
「新築か中古か…」（築齢別）かを掛け合わせた6種
類の居住形態を用意し、折込チラシや不動産情報サイ
トへ掲載された物件情報を参考に、各々の立地、間取
り、売価・賃料等の具体を設定した。

潜在的ターゲット層43人の回答について、「すぐに
でも検討したい」「勤務条件が許せば検討したい」
「家族の同意があれば検討したい」「住宅価格がもう
少し安ければ検討したい」を合わせた集計が、図表
2-3-4である。

「3.≪テレワークスペースのある新築マンション
≫」が72.1%と最も高く、「4.≪大きな公園に面した
中古マンション≫」が58.1%、「6.≪中心商店街に近
い賃貸マンション≫」が55.8%で、上位三つの回答は
マンションとなっている。それらに続き、「2.≪周辺
に若いファミリー層が多い新築一戸建≫」が51.2%で、
ここまでが50%を超えている。全般的に一戸建よりも
マンション、中古よりも新築、賃貸よりも持家を選好
する傾向がみられる。

■図表2-3-3 潜在的ターゲット層
「テレワーク移住」検討時に重視する事項 全体

■図表2-3-4 潜在的ターゲット層
居住形態別のJR新山口駅周辺への「テレワーク移住」意向 全体
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第4節 主たる移住のプッシュ要因
　　　　——移住の動機となる個人的課題

本節では、主たる移住のプッシュ要因として、潜在
的ターゲット層が抱える個人的な課題に着目し、移住
意向比率との相関性を考察する。

前節a.に記載した「Q8.解決したい課題と解決し
たい時期」に係る集計結果を踏まえ、本設問に対し、
「1.親族の介護や面倒をみる必要がある」「2.ご自身
やご家族が病気療養をしなければならない」「3.家業
の承継をしなければならない」「4.家や墓、田畑など
先祖代々の資産を相続しなければならない」のいずれ
か一つにでも、「すぐにでも解決したい課題である」
「概ね10年以内に解決したい課題である」と回答した
者を、「家族や家庭の事情がある者」として、クロス
集計を実施した。

加えて、「9.仕事中心からワークライフバランスの
とれた生活に変えたい」「10.ストレスや疲れが続き、
やる気が出ないことがある」に対して同様に回答した
者を、ストレス低減やワークライフバランスへの欲求
がある者としてクロス集計を実施、更に通勤手段・通
勤時間との相関性も考察した。その結果を以下に示す。
a. 介護など家族や家庭の事情を解決したい

潜在的ターゲット層43人の内、家族や家庭の事情が
ある者は31人で、その移住意向比率は34.8%。当該要
因がない者を含む潜在的ターゲット層全体の移住意向
比率が25.1%であるのに対し、約10ポイント高い。

また、潜在的ターゲット層に係る関係人口12人の内、
家族や家庭の事情がある者は10人で、その移住意向比
率は47.6%。同様に当該要因がない者を含む移住意向
比率が37.5%であるのに対し、約10ポイント高い。

関係人口である者にとっては、家族や家庭の事情が
移住の強いプッシュ要因の一つとなっていることが分
かる。特に親族の介護や面倒をみる必要性が、大きな
要因であると考察される（図表2-4-2参照）。
b.ワークライフバランスを見直してストレスを減らし
たい

潜在的ターゲット層43人の内、ストレス低減やワー
クライフバランスへの欲求がある者は26人で、その
移住意向比率は30.6%。当該要因がない者を含む潜在
的ターゲット層全体の移住意向比率が25.1%であるの
に対し、約6ポイント高い。家族や家庭の事情と並び、
主たるプッシュ要因の一つである。

また、潜在的ターゲット層に係る関係人口12人の内、
ストレス低減やワークライフバランスへの欲求がある
者は7人で、その移住意向比率は43.8%。同様に当該要

因がない者を含む移住意向比率が37.5%であるのに対
し、約6ポイント高いが、前項の家族や家庭の事情と
は異なり、全てが関係人口に紐付く訳ではないと考え
られる。

一方で当該要因との関連が深い通勤との相関性をみ
た場合、主な通勤手段が鉄道・バスである者の内の
65.2%、主に自転車・徒歩である者の内の70.0%に、ス
トレス低減やワークライフバランスへの欲求がある。
また通勤時間では、30分未満と答えた者の内の62.5%
が、60分以上と答えた3人全員（100.0%）が該当する。

全般的に、主な通勤手段が車・バイクである者、及び
通勤時間30分以上〜60分未満である者との相関性が低い。

■図表2-4-3 2市居住者 移住意向比率
ストレス低減やワークライフバランスへの欲求との相関

■図表2-4-1 2市居住者 移住意向比率 家族や家庭の事情との相関

■図表2-4-2 潜在的ターゲット層 関係人口の内、家族や家庭の事情がある者 内訳

■図表2-4-4 潜在的ターゲット層 
通勤手段・通勤時間とストレス低減やワークライフバランスへの欲求有無との相関
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第5節 主たる移住のプル要因
　　　　——居住地選択と不動産取引の実施要因

移住を、不動産取引の集合体としてみた場合、街は
不動産が所在する立地、住居は売買・賃貸など不動産
取引の対象となる個別物件として捉えることができる。
本節では、主たる移住のプル要因として、第一に潜在
的ターゲット層が選好する移住先の「街」と「家」に
ついて、第二に「可処分所得」について考察する。
a. ストレスフリーな街に暮らしたい

前節b.での考察を踏まえ、移住のプッシュ要因として
ストレス低減やワークライフバランスへの欲求がある
者が、プル要因として選好する移住先の街を考察する。

図表2-5-1は、ストレス低減やワークライフバランス
への欲求がある者が、「Q4.住みたい街について重視
する事項」について「とても重視する」「やや重視す
る」と回答した割合である。その結果、上位三つの回
答は、「5.気取らない雰囲気で、ストレスが少ないこ
と」「7.街並みや自然の景観が美しく、歩いていて楽
しいこと」「9.子供や高齢者・障がい者等にも優しく、
安心・安全であること」であった。これは、全回答者
に係る上位三つとも同一であり（図表2-3-2参照）、新
型コロナウイルス感染拡大を背景に、ストレス負荷が
低くワークライフバランスのとれた生活への指向がこ
こでもみられる。移住誘致を促進する上で、居住地選
択の際のプル要因として重要であると考察される。

b. 広くゆったりした「家」に住みたい
新型コロナ感染拡大以前、移住の障壁は「職」と

「家」と言われたが、テレワークの急伸は「職」の障
壁を低くし、居住地の選択肢を広げた。テレワーク移
住は、職の確保が必要ない「転職なき移住」の側面が
強いことから、「職」よりも「家」の要因がより一層
重要になってくる。特に、テレワークは、自宅に、暮
らしの場としての機能だけでなく、働く場としての機
能を求めるようになった。

ミサワホーム総合研究所（2022年）は、コロナ禍を
経て変化した生活者の意識調査の結果として、コロ
ナ後の1年間で住まいに対する重要度の変化について、
生活者の「約8割が高くなった」と述べている。

これらを踏まえ、本項では次の3点に着目して考察する。
①　現住居別、所有形態別、建て方別の移住先住居

の選好
②　現住居よりも、「（Q9）2.広くゆったりした家

に住むこと」への欲求
③　移住先住居としてJR新山口駅周辺の住宅に係

る売買価格・賃料の値頃感
潜在的ターゲット層43人に係る現住居別の移住先住

居については、選好の高い順に図表2-5-3の通り。

次に所有形態別にみた場合、現住居における持家と
賃貸の比率が概ね40%:60%であるのに対し、移住先住
居では70%:30%の選好に変化しており、持家指向の根
強さがみられる。

■図表2-5-1 潜在的ターゲット層  住みたい街について重視する事項と
ストレス低減やワークライフバランスへの欲求との相関 ■図表2-5-3 潜在的ターゲット層 移住先住居選好 住居別

■図表2-5-4 潜在的ターゲット層 移住先住居選好 所有形態別

■図表2-5-2 住まいに対する重要度

出典:ミサワホーム総合研究所(2022)
「これからの時代に求められる住まいのあり方」29に基づき筆者作成
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また、建て方別では、現住居における一戸建とマン
ションの比率が概ね20%:80%であるのに対し、移住先
住居では40%:60%となり、一戸建の選好が高くなって
いる。ただし個別物件では、図表2-5-3の通り上位三
つがマンションである。

コロナ禍においては、テレワーク拡大に起因して自
宅での滞在時間が長時間化、テレワークスペースなど
居住面積に対する欲求への高まりがみられた。ミサワ
ホーム総合研究所（2022年）は、前述の調査結果とし
て、現住居で解決しなければならない最大の問題点
は、「『面積の広さ』：21.6%、『収納の多さ』：12.8%、
『間取りやゾーニング』：12.4% の順」30であるとして
いる。

これを踏まえて次に、テレワーク移住検討時に
「（Q9）2.広くゆったりした家に住むこと」について、
現住居別に「とても重視する」「やや重視する」と答
えた者の割合を考察する。

潜在的ターゲット層全体の割合は74.4%で、4人に3
人が「広くゆったりした家に住むこと」を指向してい
る。なかでも子供と同居している者が、83.3%と高く
なっている。

また現住居別にみた場合、回答者数が各々1人であ
る「賃貸（一戸建）」、「社宅・寮など」を除くと、
「持家（一戸建）」が37.5%であるのに対し、「持家
（マンション等）」が90.0%、「賃貸（マンション

等）」が78.3%と、マンション等でその割合が高く
なっている。

最後に、移住先住居としてのJR新山口駅周辺に係
る住宅価格・賃料の相場観を考察する。

「Q10.居住形態別のJR新山口駅周辺への『テレ
ワーク移住』意向」に係る6タイプの想定物件各々に
ついて、潜在的ターゲット層の内で「住宅価格がもう
少し安ければ検討したい」と回答した者の割合を、高
い順に図表2-5-7に示す。

その結果は、持家中古一戸建を除いて30〜40%と
なっている。全般的に一戸建よりもマンションが高い
傾向にある。

以上を踏まえると、移住のプル要因として、広く
ゆったりした家へのニーズを指摘することができる。
それは、移住先住居の所有形態（持家・賃貸）、建て
方（一戸建・マンション等）、築齢（新築・中古）に
通底しており、特に現住居が持家・賃貸ともにマン
ション等である者に強い。
c. 趣味や余暇等にお金を使いたい

本項では、経済的要因の視点から次の2点に鑑み、
移住という空間的移動により生活コストが下がり、可
処分所得が増加した場合、それを基礎的支出に回す者
の割合を考察する。

①　潜在的ターゲット層43人の内、テレワーク移住
検討時に「（Q9）3.生活が楽になり、自由に使
えるお金が増えること」について、「とても重
視する」「やや重視する」と答えた者は76.7%
であり、第3位であった（図表2-3-3参照）

②　一方、潜在的ターゲット層43人の内、解決し

■図表2-5-6 潜在的ターゲット層
「広くゆったりした家に住むこと」と答えた者の割合 現住居別

■図表2-5-7 潜在的ターゲット層
「住宅価格がもう少し安ければ検討したい」と答えた者の割合 移住先住居別

■図表2-5-5 潜在的ターゲット層 移住先住居選好 建て方別
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たい課題について「（Q8）5.新型コロナの影響
等による失業や、大幅な収入減」を、「すぐ
にでも解決したい課題である」「概ね10年以
内に解決したい課題である」として挙げた者
は、37.2%であり、第4位であった（図表2-3-1
参照）

世帯年収別に、①と、①の内の②を選択した者の割
合を、図表2-5-8に示した。

集計の結果、基礎的支出に回すと考えられる者につい
ては14人が該当し、潜在的ターゲット層全体に対し32.6%、
①の層に対し42.4%の割合となった。彼らは、可処分所得
31の増加による基礎的支出補填のため、居住地選択の際
のプル要因として生活コストの安さを求める傾向が表れ
ると考察される。なお、世帯年収別には、特に傾向はみら
れなかった（サンプル数が1である200万円未満を除く）。

視点を変えれば、潜在的ターゲット層の過半は、移住
のプッシュ要因として経済的要因が最優先ではないとも
考えられる。「Q9.テレワーク移住検討時に重視する事
項」について、「4.趣味や余暇を思う存分に楽しむこと」
が83.7%と最も高い回答（図表2-3-3参照）であったことを
踏まえると、可処分所得の増加に伴い趣味や余暇等に使
える選択的支出の増加への期待が、回答の表れになって
いるのではないかと考察される。生活の質を重視する潜
在的ターゲット層のプル要因を構成すると考える。

第3章 潜在的ターゲット層に係る潜在需要規模の推計
　　　　――テレワーク移住者のボリューム

本章では、2市居住のテレワーカーに係るJR新山口
駅周辺エリアへのテレワーク移住潜在需要規模につい
て、テレワーク実施率を変数として次の式で試算した。

潜在需要規模≒雇用者数×テレワーク実施率×移住意向比率

また、これまでの考察を踏まえて、移住実施の必然
性と顕在化が高いと思われる、山口県の関係人口であ
るか否か、及び家族や家庭の事情の有無を条件に加味
し、後述する4つの試算ケースを設定した。
第1節 試算に用いた数値

はじめに、試算に用いた数値を下記に示す。雇用者
数及びテレワーク実施率は、全ての試算ケースに共通。
移住意向比率は、試算ケース毎に4通り想定した。
a. 雇用者数

「令和2年国勢調査就業状態等基本集計」における
「15歳以上就業者」の内、「（雇用者）正規の職員・
従業員」の数値を用いた。

b. テレワーク実施率
新型コロナウイルス感染拡大開始当初から継続して

調査を実施しているパーソル総合研究所の公表データ
（図表3-1-2）を参考に、図表3-1-3の通り、変数とし
て低位・中位・高位の数値を想定した。

なお同研究所は、都道府県別の集計データを公表し

■図表2-5-8 潜在的ターゲット層 「自由に使えるお金が増えること」と
「新型コロナの影響等による失業や大幅な収入減」との相関 世帯年収別

■図表3-1-1 （雇用者）正規の職員・従業員数

出典:総務省（2022年）
「令和2年国勢調査就業状態等基本集計」32に基づき筆者作成

■図表3-1-2 テレワーク実施率 正社員ベース

出典:パーソル総合研究所（2020-2022）「（第1回〜第7回）新型コロナウイルス
対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査」33に基づき筆者作成
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ているが、図表3-1-1の通り、広島県における広島市
の「（雇用者）正規の職員・従業員」の割合は43.3%、
福岡県における福岡市のそれは32.2%であり、テレ
ワーク実施率が一般に人口密度や都市の集積度等に比
例して高くなる傾向にあることに鑑みると、2市のテ
レワーク実施率の実際は、同研究所の県単位の数値よ
りも高い水準にあると考えられる。このことから、今
般テレワーク実施率を想定するに際し、同研究所の
データを参考にすることは支障ないと判断した。
c. 移住意向比率

移住意向比率は、下記の通り想定した（図表3-1-4
参照）。
［試算ケース1］　2市居住のテレワーク経験者171人

の内、移住の意向がある潜在的
ターゲット層は43人。移住意向比
率は2市平均で25.1%

［試算ケース2］　潜在的ターゲット層43人の内、家
族や家庭の事情がある者は31人。
移住意向比率は2市平均で18.1%

［試算ケース3］　潜在的ターゲット層43人の内、山
口県の関係人口は12人。移住意向
比率は2市平均で7.0%

［試算ケース4］　潜在的ターゲット層43人の内、山
口県の関係人口で且つ家族や家庭
の事情がある者は10人。移住意向
比率は2市平均で5.8%

第2節 潜在需要規模の推計
a.［試算ケース1］2市居住のテレワーク経験者の内、移

住の意向がある潜在的ターゲット層
試算の結果を低位→中位→高位の順に図表3-2-1に

示す。潜在需要規模は、広島市が約4,500〜13,800人、
福岡市が約9,600〜18,600人、2市計で約14,200〜32,400
人であると推計される。

b.［試算ケース2］潜在的ターゲット層の内、家族や
家庭の事情がある層

試算の結果を低位→中位→高位の順に図表3-2-2に
示す。潜在需要規模は、広島市が約2,900〜9,000人、
福岡市が約7,600〜14,600人、2市計で約10,500〜23,500
人であると推計される。

■図表3-1-3 テレワーク実施率の想定数値

■図表3-1-4 移住意向比率

■図表3-2-1 潜在需要規模 ［試算ケース1］

■図表3-2-2 潜在需要規模 ［試算ケース2］

（人） （人） （％） （人） （人） （％）

① ② ②／① ① ② ②／①

広島市 77 20 26.0 77 13 16.9
福岡市 94 23 24.5 94 18 19.1
2市計 171 43 25.1 171 31 18.1

（人） （人） （％） （人） （人） （％）

① ② ②／① ① ② ②／①

広島市 77 6 7.8 77 4 5.2
福岡市 94 6 6.4 94 6 6.4
2市計 171 12 7.0 171 10 5.8

移住意向
比率

回答者数
移住

潜在層
移住意向

比率
回答者数

移住
潜在層自治体名

試算ケース１ 試算ケース２

回答者数
移住

潜在層
移住意向

比率
回答者数

移住
潜在層

移住意向
比率自治体名

試算ケース３ 試算ケース４
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c. ［試算ケース3］潜在的ターゲット層の内、山口県
の関係人口である層

試算の結果を低位→中位→高位の順に図表3-2-3に
示す。潜在需要規模は、広島市が約1,400〜4,100人、
福岡市が約2,500〜4,900人、2市計で約3,900〜9,000人
であると推計される。

d.［試算ケース4］潜在的ターゲット層の内、山口県
の関係人口であり、且つ家族や家
庭の事情がある層

試算の結果を低位→中位→高位の順に図表3-2-4に
示す。潜在需要規模は、広島市が約900〜2,800人、福
岡市が約2,500〜4,900人、2市計で約3,400〜7,600人で
あると推計される。

e. 小括
以上、［試算ケース1］〜［試算ケース4］を小括し

たものを、図表3-2-5に示す。
［試算ケース1］潜在的ターゲット層の潜在需要規

模を100とし、それに占める割合を各々中位シナリオ
で比較した場合、［試算ケース2］家族や家庭の事情
がある層が73.5%、［試算ケース3］山口県の関係人口
である層が27.5%、［試算ケース4］山口県の関係人
口であり、且つ家族や家庭の事情がある層が23.9%と
なっている。

また雇用者数に占める割合を各々中位シナリオで比
較した場合、［試算ケース1］が3.4%、［試算ケース
2］が2.5%、［試算ケース3］が0.9%、［試算ケース
4］が0.8%となっている。

顕在化のポテンシャルについては、［試算ケース
4］の低位シナリオが最も高いと考えられ、その潜在
需要規模は3,420人。これは、2021年度の山口市移住
者実績471人（図表0-1-4参照）の約7.3倍にあたる。

まとめ――テレワーク移住に関わる潜在ニーズ
以上、本論では、移住を「不動産取引の集合体」、

移住者をその顧客ターゲットとして捉え、JR新山口
駅（山口県山口市） 周辺エリアを、広島市・福岡市
を母都市とした超郊外通勤限界地であると仮定した。
その上で、2市に居住する潜在的ターゲット層の潜在
ニーズとして、主たる移住のプッシュ・プル要因、及
びJR新山口駅周辺エリアへの移住潜在需要規模の把
握を試みた。

最後に改めて総括し、まとめとしたい。記載につい
ては、テレワーク移住者の勤務先が所在する政令指定
都市などへ、新幹線を主な通勤手段として最大1時間
以内にアクセス可能な駅周辺エリアに一般化できる内
容であると考える。

■図表3-2-3 潜在需要規模 ［試算ケース3］

■図表3-2-5 潜在需要規模 総括

■図表3-2-4 潜在需要規模 ［試算ケース4］

（人） （％） （％） （人） （％） （％）

① ② ③ ①×②×③＝④ 内訳 ④/①

広島市 310,451 5.6 5.2 903 26.4 0.3
福岡市 382,785 10.3 6.4 2,517 73.6 0.7
2市計 693,236 5.8 3,420 100.0 0.5

（人） （％） （％） （人） （％） （％）

① ② ③ ①×②×③＝④ 内訳 ④/①

広島市 310,451 10.6 5.2 1,709 29.9 0.6
福岡市 382,785 16.4 6.4 4,007 70.1 1.0
2市計 693,236 5.8 5,717 100.0 0.8

（人） （％） （％） （人） （％） （％）

① ② ③ ①×②×③＝④ 内訳 ④/①

広島市 310,451 17.1 5.2 2,758 36.2 0.9
福岡市 382,785 19.9 6.4 4,862 63.8 1.3
2市計 693,236 5.8 7,620 100.0 1.1

雇用者数に
占める割合

低位

雇用者数
テレワーク
実施率

移住意向
比率

潜在需要規模

雇用者数に
占める割合

中位

雇用者数
テレワーク
実施率

移住意向
比率

雇用者数に
占める割合

上位

雇用者数
テレワーク
実施率

移住意向
比率

潜在需要規模

潜在需要規模

（人） （％） （％） （人） （％） （％）

低位 14,163 100.0 2.0 10,485 74.0 1.5
中位 23,908 100.0 3.4 17,577 73.5 2.5
⾼位 32,427 100.0 4.7 23,549 72.6 3.4

（人） （％） （％） （人） （％） （％）

低位 3,871 27.3 0.6 3,420 24.1 0.5
中位 6,571 27.5 0.9 5,717 23.9 0.8
⾼位 8,999 27.8 1.3 7,620 23.5 1.1

潜在的T層×関係人口×家族の事情等潜在的T層×関係人口

潜在的T層に
占める割合

潜在的T層に
占める割合

潜在需要
規模

潜在需要
規模

雇用者数に
占める割合

雇用者数に
占める割合

シナ
リオ

試算ケース３ 試算ケース４

潜在需要
規模

潜在的T層に
占める割合

シナ
リオ

試算ケース２

雇用者数に
占める割合

雇用者数に
占める割合

潜在的T層に
占める割合

潜在需要
規模

試算ケース１

潜在的T層 潜在的T層×家族の事情等
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第1節 特性と潜在需要規模
a.潜在的ターゲット層の特性

テレワーク移住の顕在ニーズが高い潜在的ターゲッ
ト層の特性について、①属性、②主たる移住のプッ
シュ要因、③主たる移住のプル要因を以下に示す。概
して、年齢や性別よりも、解決したい個人的課題の有
無が移住要因として大きい傾向にある。

特に、関係人口であり、且つ家族や家庭の事情を有
する消極的Uターン34層が、テレワークという新たな
空間的移動の手段を用いて個人的課題の解決を図ろう
と強い動機を有していることが顕著である。この層は、
移住の際に親族等が所有する住宅への居住が可能であ
れば、「職」の次に高い「家」の障壁についても、比
較的スムーズにクリアできる。

①　属性
✓　関係人口（出身者、または過去に居住経験

がある者）
✓　賃貸住宅に現居住している者

②　主たる移住のプッシュ要因
✓　家族や家庭の事情。特に親族の介護や面倒

をみる必要性
✓　ストレス低減やワークライフバランスへの

欲求
③　主たる移住のプル要因

✓　食や、趣味・余暇など選択的支出のための
生活コストの安さ

✓　現住居と比較して値頃感のある広くゆった
りとした家

✓　ストレス低減に繋がる、歩いて楽しい街並
みや美しい自然景観

✓　自然災害リスクが低く、医療・福祉環境が
整った安心・安全が担保された街

b.JR新山口駅周辺エリアへの移住潜在需要規模
最も顕在ニーズが高いと想定される ［試算ケース

4］ 山口県の関係人口であり、且つ家族や家庭の事情
がある層については、仮にテレワーク実施率が低位
（新型コロナウイルス感染拡大開始当初の水準）で
あったとしても3,400人程度の潜在需要規模がある。

感染拡大以降の山口市の年間移住実績がおおよそ
500人前後（図表0-1-4参照）で推移していることを踏
まえると、潜在需要として無視できるボリュームでは
ない。

大和総研（2021）35は、全国で「介護や看護のため
に離職する介護離職は2017年には約9万人と、2010年
代になっておよそ2倍に増えた（2007年比）」と指摘

している。高齢化が進展する地方自治体にとっては、
テレワーク移住によって介護離職を回避したい消極的
Uターン層を取り込む機会でもある。
第2節 課題と展望
a.戦略的提供価値

本論で明らかになった最大の戦略的提供価値は、
「家族や家庭に係る個人的課題がテレワーク移住に
よって解決できる」ことである。

それを踏まえ、行政を中心とした戦略的提供価値の
具現化策については、①移住の決断を促す支援、②生
活の質を重視した街づくりの2点を挙げたい。特に②
については、移住者に限らず広く投資効果が波及し、
地域社会の理解を得やすい案を重視した。

①　移住の決断を促す支援
✓　仕事や勤務条件、家族の同意、経済的な理

由等で移住を迷っている消極的Uターン層
に対し、その決断を促す支援

✓　例えば、東京圏近郊などの一部自治体が、
国の支援制度に加えて独自に実施している
新幹線通勤への補助36や、車で新幹線駅へ
アクセスするための駐車場代の補助等。前
節a.を踏まえると、消極的Uターン層には
住居に対する支援よりも効果的である

②　生活の質を重視した街づくり
✓　ストレスフリーで歩くことが楽しくなる街

並み・景観の整備
✓　定住化促進の要件となる自然災害リスクへ

の備え
✓　超郊外通勤限界地としての立地を担保する

新幹線運行ダイヤの確保
b.定住化の促進

テレワーク移住者は、移住に際しての障壁が低く、
就業地と居住地の関連性が薄れることなどから、従来
型移住者と比較して定住化率が下がることが予想され
る。移住誘致に係る公共投資の効果を上げ、継続的な
地域活性化に繋げるためにも、次ステップでは定住化
促進が重要な課題となってくる。

特に親族の介護のためにUターンした者は、40代以
上で定年退職が近い者も少なくないと考えられる。彼
らには、仕事を通じた大都市での経験蓄積が豊富な者
も多く、親族の介護が一段落した後には地域活性化に
資する人材となり得る。

公開シンポジウム参加者へのアンケート調査37に於
いて、「地方移住の誘致について、最大の課題は何だ
と思われますか…」と聞いたところ、「受け入れる地
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域社会の態度や考え方」と答えた者が51.4%と最多で
あった。定住化促進に際しては、行政を含めた地域社
会の取り組みが重要になってくる。

c.移住者に係る定量的な数量把握
筒井（2021）38は、「移住や移住者の定義は統一さ

れたものがなく、全国傾向をつかむのは容易ではな
い」と指摘している。移住者の定量的な現状把握が困
難なことは、山口県や山口市に限定されたものではな
いと承知しているが、テレワーク移住は、二拠点居住
などを含め住民票を異動せずに実質的に居住するケー
スも増加することが予想される。公共投資を効果的に
実施するためにも、移住者の転出や死亡等を含めた定
量的な数量把握が望まれる。

結語——「不動産取引の集合体」の視点からみたテレ
ワーク移住

本論の結語として、移住は「不動産取引の集合体」
であるとの視点から本アンケート調査の結果を振り返
る。その上で、テレワーク移住と宅地建物取引業者
（以下、「宅建業者」）との関わりを中心に考察し、
地場宅建業者の重要性について2点言及する。

新型コロナウイルスの感染拡大により、テレワーク
移住という地方移住の新しい潮流が生じている。移住
と不動産取引は表裏一体であり、移住の潮流変化に伴
い、住宅市場も変化せざるを得ない。地方へのテレ
ワーク移住の増加は、移住先である地方都市の不動産
取引に係る買主・借主等の移住前居住地が、県外を中
心に広域化するということであり、当該住宅市場の活
性化に資するものである。

また、移住先として選ばれる不動産物件の商品競争
力については、取引物件が立地する「街」と、契約の
対象となる「住宅」が主要な構成要素となる。居住地
として選択される「街」の競争力は、主に街並み・景
観、防災、新幹線の利便性等で担保される。一方、不
動産取引の契約対象物件として選択される「住宅」に
ついては、新幹線駅に近接し、移住前よりも広くゆっ
たりとした値頃感のある住宅が競争力を有する。いず

れも不動産取引の端緒となる移住者の個人的課題を背
景に、生活の質を重視した「街」や「住宅」への住
ニーズである。

テレワーク移住者の多くが選好する、このような競
争力がある不動産物件は、行政が主導する「空き家バ
ンク」39に登録された中山間地域に所在するものでは
ない。地方都市に於いても住環境や生活利便性等が一
定程度整った一般の住宅市場に流通している物件であ
り、地場の宅建業者が中心になって販売や媒介等を
行っている。それらを踏まえると、地方へのテレワー
ク移住誘致に係る地場宅建業者の役割は小さくない。
これが第一の指摘である。

加えて、テレワーク移住者の超郊外通勤限界地に於
ける住ニーズに即応するために、新幹線や中心市街地
などの現有資源を活用した良質な住宅ストック蓄積も
重要であると考える。移住前、埼玉県の郊外ニュータ
ウンに居住し、現在、山口県某市の中心部に暮らすテ
レワーク移住者（20代/男性）は、「買い物とか移住
前より便利。埼玉ではベッドタウンで意外に不便だっ
た」40と言及しており、大都市圏の郊外ニュータウン
と比較して、地方都市の現有資源がテレワーク移住者
へ魅力的に映る場合もあろう。人口減少に伴う地方都
市中心部での空き家の増加傾向を踏まえると、既存住
宅、特に分譲マンション空住戸に係る流通促進及び資
源化には、官民の連携を一層強化し、より積極的に取
り組むことの蓋然性がある。その際、民の中心的役割
を最も期待されるのは、市場に精通し実行力を有する
地場宅建業者であると考える。これが第二の指摘とな
る。

かつて田中角栄は、新幹線が整備されれば「全国が
いわば東京、大阪の郊外になる」41と述べたが、仮に、
東京圏以外の大都市を母都市としたテレワーク移住が
顕在化した場合、人口減少に伴い縮小傾向にある地方
都市（超郊外通勤限界地）の住宅市場に一定の影響が
あるものと予想される。更に、移住者の持家取得に係
る住宅ローン借り入れが、定住化への誘因にもなり得
る。テレワーク移住と不動産取引を紐付けた官民連携
の施策具現化が、シームレスな地方移住を促進し、結
果的に当該住宅市場の活性化に繋がるのではないかと
考える。

参考文献
フロリダ,リチャード:『クリエイティブ都市論――創

造性は居心地のよい場所を求める』,井口典夫訳,ダ
イヤモンド社,2009

■図表4-2-1 地方移住誘致の最大の課題

出典:地方移住をめぐる公開シンポジウム参加者アンケートの
調査結果に基づき筆者作成
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